（様式１）（共同企業体用）

令和６年　　月　　日　
広島市長　松井　一實　様
○○○○・△△△△共同企業体　
共同企業体代表構成員
住所（所在地）

商号又は名称

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　
応募資格確認申請書

令和６年３月８日付けで公募型プロポーザル手続開始の公示のありました下記業務に係る公募型プロポーザルの応募資格について確認を受けるため、下記の書類を添えて申請します。

なお、この業務に係る公募型プロポーザル手続開始の公示に定める応募資格を満たしていること及び下記の添付書類の内容については、いずれも事実と相違ないことを誓約します。
記

【業務名】
広島市価格高騰重点支援給付金（調整給付）支給等業務

【添付書類】
　□　広島市税について滞納がないことを証する納税証明書（構成員毎）

□　消費税及び地方消費税について未納がないことを証する納税証明書（構
成員毎）

　（両証明書とも、発行年月日が申請書提出日から３か月前の日以降のもの）
□　申立書（別紙）（納税義務がない構成員毎）
□　委任状（様式２）（代理人として本業務に参加する構成員毎）
□　暴力団等の排除に関する誓約書兼同意書（様式３）（共同企業体用）
□　政令市又は中核市において、特別定額給付金支給業務又は新型コロナウ
イルス感染症対応地方創生臨時交付金若しくは物価高騰対応重点支援地方
創生臨時交付金を活用した給付金支給業務の契約を適正に履行した実績を
有することが分かる書類（契約書（仕様書を含む）の写し）（構成員のうち
1者分）
　□　経営状況を示す資料（損益計算書、貸借対照表、株式資本等変動計算書）
（過去２か年分）（構成員毎）
□　共同企業体結成届等（様式４―１、４－２、４－３）
□　企業概要が分かる資料（パンフレット等）（構成員毎）
※　添付する書類について、チェック済（☑）にしてください。
問合せ先

　担当者：　　　　　　　　　　　　　部署：　　　　部　　　　課

　電　話：（　　　）　　　－　　　　（代）（内線　　　　）
申立書
広島市価格高騰重点支援給付金（調整給付）支給等業務に係る公募型プロポーザルの応募参加資格について、下記のとおり申し立てます。
令和６年　　月　　日
○○○○・△△△△共同企業体　

共同企業体代表構成員

住所（所在地）

商号又は名称

代表者職氏名　
共同企業体構成員　

住所（所在地）　　　　　

商号又は名称　　　　　　

代表者職氏名　
　　　　　　　　　　　　
記
（※　該当項目にレ点を記入すること。）
□　広島市税の納税義務がない。
□　消費税及び地方消費税の納税義務がない。
別紙








